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研究成果の概要（和文）： アメリカの判例とイギリスの判例、アメリカとイギリスのロージャーナル、契約書
からなる2,900万語におよぶ司法英語コーパスを完成させた。日本人学習者は、①一般語義と専門語義とを併せ
持つ一般的な語、②司法英語独特の類義語群、③専門的な意味の差異によって使い分けられる法律用語、④専門
用語を導入するために使われる基本的な動詞、を正しく理解することが重要であることを明らかにした。これを
踏まえて、日本人が司法英語を正しく理解し、活用発信できるようになるために必要な最重要語彙項目とそれに
続く重要語彙項目を選定し、日本人のための活用発信型司法英語辞書の第1次辞書原稿を完成させた。

研究成果の概要（英文）：   We have completed 29million word legal corpora made up of 5 sub corpora 
collecting respectively from American court judgments, UK court judgements, US law journals, UK law 
journals, and contracts. We have found that Japanese students of Anglo-American laws have 
difficulties with the words having both a general sense and a technical sense, particular 
specialized legal synonyms, technical terms with plural technical senses, and general words used to 
introduce legal ideas. Based on those findings we have chosen most important and important legal 
lexical items that should be included in our active and production-oriented legal English 
dictionary. We have finished writing the first drafts of all the planned dictionary items. 

研究分野： 英語教育学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　近年の応用言語学では、大量の英語のデータをバランスよく収集してコーパスを構築し、それを統計学的に分
析し、その成果を英語教育の教材、教授法、辞書、文法書に反映させ、より現実の英語使用に即した英語教育を
展開することが主流となっている。同様の手法を用いれば、専門教育の分野においても現実の専門英語の使用形
態を反映した辞書や教材の作成が可能になるはずである。本研究はまさにそのことを司法英語の分野で実践した
ものである。司法英語教育の分野でこの方法論が確立できれば、他の専門教育の分野でも同様の方法で専門辞書
や専門教材の作成が可能になる。その学術的意義や社会的意義は大きいといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１. 研究開始当初の背景 

従来の英米法の専門用語辞典は、専門用語の定義や語義には詳しいものの、その専門用語の使

い方は示していない。一方一般の英語辞書は、法律で使用される専門的な語義、文法・文型の説

明が貧弱である。そのため英米の法律や司法を学ぼうとする日本人は、専門英語の習得に多くの

時間と労力と予算を費やさねばならない。しかしながら、その成果は個人の中に留まり、他の日

本人に引き継がれ蓄積してゆくことはない。本研究は、最新のコーパス言語学と英米法の研究成

果を辞書という形で融合させ、専門分野における英語教育をより効果的なものにせんとして始

められたものである。 

 

２. 研究の目的 

本研究は、司法の分野に特化した大規模専門コーパスを構築し、応用言語学と英米法の研究成

果を融合させ、日本の将来を担う学生のためにコーパス言語学に基づく活用発信型の司法英語

辞書を提供することを目的とするものである。 

 

３. 研究の方法 

本プロジェクトでは、網羅的に収集したアメリカの判例とイギリスの判例、アメリカとイギリ

スのロージャーナル、契約書の５つのサブコーパスからなる 2,900 万語におよぶ司法英語コー

パスを構築し、最新のコーパスソフトを用いて、コーパス言語学の観点から、司法英語の特徴を

分析し、辞書の形に集約してゆく。独自に収集した司法英語コーパスを構成するサブコーパスは

以下のとおりである。    
      U.S. Supreme Court   約 100 万語 

        U.S. Court of Appeal   約 100 万語 

        U.S. District Court           約 100 万語 

        U.S. State Courts (North East region) 約 150 万語 

        U.S. State Court (South region)     約 150 万語 

        U.K. Supreme Court   約 300 万語 

        Court of Appeals   約 150 万語 

        High Court    約 150 万語 

        U.S. Law Journals   約 600 万語 

U.K. Law Journals   約 600 万語 

        U.S. Contracts    約 500 万語 

 
４. 研究成果 

(1)研究の主な成果 

日本人学習者が司法英語を正しく理解できないのは、以下の 4 つの事柄が障害となっている

ことを明らかにした。 

①一般語義と専門語義とを併せ持つ一般的な語（例：act, action, case, note, party, satisfy） 

②司法英語独特の類義語群（例：attorney-barrister-counselor-lawyer-solicitor） 

③専門的な意味の差異によって使い分けられる法律用語（例：liability-responsibility） 

④専門用語を導入するために使われる基本的な動詞（例：bring a suit, enter an agreement） 



これらの研究成果に加えて、英米法体系全体を理解するのに必要な専門用語を吟味し、それら

の語の使用頻度を勘案して、以下に示す最重要語彙項目を選定した。 

①基本動詞（11 語義、22語）（例：訴える；sue, litigate、主張する；claim, complain） 

②基本名詞（14語義、41語）（例：責務・義務；liability, responsibility, obligation, duty） 

③複数語表現（６表現）（例：～の勝訴；in favor of、～の代理で；on behalf of） 

最重要語彙項目に続く重要語彙項目として、以下の語彙項目を選定した。 

①動詞（20 語義、37 表現）（例：覆す；overturn, overrule, override, reverse, remand, repeal） 

②名詞（15語義、21語）（例：違反；breach、起訴・説示；charge、法理；doctrine） 

③形容詞（12語義、14語）（例：有効；valid、無効；invalid、違法；illegal、無効；void） 

④複数語表現（9表現）（例：～の過程において；in the course of） 

 

(2)得られた成果の国内外における位置づけとインパクト 

近年の応用言語学では、コーパスを使って得た研究成果を広く英語教育一般の教材、教授法、

辞書、文法書に反映させ、現実の英語使用に即した英語教育を展開することが主流となっている。

同様の手法を用いれば、専門教育の分野においても現実の言語使用を反映した辞書や教材の作

成が可能になるはずである。本研究はまさにそのことを司法英語の分野で実践したものである。

この方法論が司法英語教育の分野で確立できれば、他の専門教育の分野でも同様の方法で専門

辞書や専門教材の作成が可能になる。国内外を問わず、本研究の成果が様々な専門分野の英語教

育に及ぼすインパクトは大きいのである。 

  

(3)学術研究においては当初予期していないことが起こることがあるため、そういった事象が起

きたことにより得られた新たな知見など 

辞書の執筆項目を選定するにあたっては、主として英米法の知見を基にしたが、司法英語コー

パスを実際に検索して原稿の執筆作業を進める中で、表現自体にそれほど専門性を感じられな

いものの司法英語の中で繰り返し使用されているディスコースマーカー的な「繋ぎ」の機能を有

する複数語表現（multi-word sequence）があることが強く認識されるようになった。N-gram の

手法を用いて司法英語で極めて高頻度で使用される複数語表現の上位 200 位の中から、日本人

が司法英語を活用発信するうえで有用と考えられるコミュニカティブな司法英語複数語表現を、

以下に示す通り 33 個抽出し、辞書項目に新たなカテゴリーを創設して加えることとした。 

①名詞を中心とした 21の表現 

例：to the extent (of), (in) the scope of, (for) the use of, the issue of, (in) the 

nature of 

②動詞・名詞・形容詞からなる表現群  

例：violate/in violation of, fail/failure, admit/admission/admittance/admissible 

③基本動詞 4表現（set forth、give、take、make） 

 

(4)今後の展望など 

①辞書に掲載する語彙項目の第 1 次原稿の執筆は実質的に終了しており、今後は各原稿を相互

に比較検討して辞書原稿としての共通性と有用性を高めたうえで、辞書の出版作業に入る予定

である。 

②EUにおける EMI の理論的実践的な先駆者である ICLHE (Integrating Content and Language 

in Higher Education)の主要メンバーであるチューリッヒ応用科学大学の Studer 教授と Kelly



講師を立教大学に招聘し、「EUにおける EMI の新たな展開」と称して、以下の４つのタイトルで

連続２日の公開講演会を開催した。 

第１講 Reflections on EMI in Europe: From teaching content through English to 

language-rich classroom experiences 

第２講 EMI quality intervention programmes 

第３講 The role of language(s) in EMI settings 

第４講 Recognizing and addressing typical teaching problems in EMI 

今後はさらに実践的でより踏み込んだ以下のようなテーマで公開講演会と公開ワークショッ

プを開催することを計画中である。1. Communicative pedagogy in EMI – some key aspects、 

2. Language competence and multilingualism in EMI settings、 3. Lesson planning in 

EMI settings、 4. Creating dialogue and interaction in EMI classes、 5. The role of 

EMI in the internationalised curriculum 
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